別記様式第５別添
	
	

	
	事業実施年度
	平成　　　　年度
	

	
	継続事業の場合
	事業開始年度
	平成　　　　年度
	

	
	
	事業最終予定年度
	
	

	産地活性化総合対策事業実施状況報告書
（国産原材料供給力強化支援事業）
事業実施主体名
都道府県・市町村名


（注）別記様式第１号の実施計画書に準じて作成すること。

第１　事業実施総括表
国産原材料供給力強化支援事業の実施内容等
１　事業実施計画総括表（平成　年度）
	対象
品目名
	受益
	事業内容（推進事業の取組内容、機械の規格、能力等）及び事業量（単価、回 数、基数、台数等）
	事業費
	負担区分
	補助率
	完了年月日
	備考

	
	戸数
	面積、
出荷量
	
	
	国費
	自己資金
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）別記様式第１号の実施計画書に準じて作成すること。
（注）複数年にわたり国費による事業を行う場合は、各年度の表をそれぞれ作成すること。

第２　事業の実施効果
１．事業実施後の地区における現状と事業の総合評価
	


（注）事業実施後の地区における現状と事業の総合評価を幅広く数値等も交えて、具体的に記述すること。
２．国産原材料供給力強化支援事業の実施により発現した効果
	
	成果目標の具体的な内容
	指　　標
	実施前
（　年）
	実施年
（　年）
	２年目
（　年）
	３年目
（　年）
	目標値
（　年）

	生産者～
中間事業者
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	中間事業者～
食品製造業者
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	食品製造業者等～協議会外（金額の目標のみ）
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　「目標数値」の欄については、実施計画書で記入した目標数値を記入するとともに目標年度における達成数値を記入すること。
２　別記様式第１号別添の第５に準じて作成し、対象品目ごと、取引段階ごとに記載すること。

３．事業実施主体の自発的な取組の状況
	当時の現状及び課題
	課題を解決するために設定した目標
	具体的な取組の内容（課題への対応等）
	取組の評価
（成果）
	取組年度
（取組時期）
	具体的な数値等
	備考

	
	
	
	
	
	当時の状況値
（平成○年度）
	目標値
（平成○年度）
	現状値
（平成○年度）
	増減
（増減率等）
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第３　事業の実施効果の詳細
１．事業の効果（詳細）
（１）事業の効果及び改善方策
	
	事業の効果
	課題
	改善方策（改善の必要がある場合）

	事業完了年度
（平成○年度）
	
	
	

	２年目
（平成○年度）
	
	
	

	３年目
（平成○年度）
	
	
	

	４年目
（平成○年度）
	
	
	


　事業の目的に即して生産組織の機能、土地生産性（収量、品質、生産量等）、労働生産性（労働時間等）、作付体系、土地利用率、作業体系、流通の合理化、機械の有効利用、担い手の育成状況等について、その改善状況、事業の目標達成状況を総括的に記述すること。なお、事業の目標に対して立ち遅れている場合は、その理由及び改善計画について記述すること。
	


　　（注）目標年が５年目の取組にあっては、適宜欄を追加して記入すること。
（２）費用対効果分析（投資効率）
「強い農業づくり交付金等における費用対効果分析の実施について」（平成17年４月１日付け16生産第8452号農林水産省総合食料局長、経営局長、生産局長通知）に準じて算出し、それを添付するものとする。
